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特定健康診査・健康診査
　日本人の死亡原因の約６割を占める生活習慣病。こ
の予防のために、メタボリックシンドロームに着目し
て行う健診です。
　嵐山町国民健康保険にご加入の４０歳～７４歳の方、
　後期高齢者医療制度にご加入の方
　問診、身体計測、診察、血液検査、尿検査等　
持ち物　特定健康診査（健康診査）受診券、保険証
自己負担額 ５００円※年度末に４０～５６歳の方・後期高齢
者医療保険にご加入の方は無料
受診方法　町への申込不要、直接病院へ申込・受診
３年連続受診者特典について
　検診を毎年続けて受けることで、体の変化がみえて
きます。１年ごとの体調の変化を確認し、生活を整え
るきっかけにするために毎年健診を受けましょう。続
けて受診することで健康状態を把握することができ、
日々の健康管理・健康づくりにつながります。
　町では継続して受診される方を増やすための取組み
として、今年度を含めて、特定健康診査を３年連続受
診している方に「特典」をお送りします。

対

内

個人がん検診
　生活習慣の改善でがんの発生リスクを下げることは
できますが、早期発見・早期治療のためにはがん検診
が欠かせません。症状がなくても、定期的な受診をお
すすめします。

　明治安田生命保険相互会社との連携事業として、食育セミナーを開催します。普段の食生活を振り返り、自分や
家族のために食事について学んでみませんか。最新情報と食生活を整えるためのコツ、明日からできる具体例をご
紹介しますので、ぜひご参加ください。コバトン健康マイレージらんらんポイントも付与します。（１ポイント）
〓１２月２日（土）１０時３０分～１２時　　受付　１０時～　　　役場町民ホール　　持ち物　筆記用具　　　嵐山町民
　５０名（先着順）　　　１１月２日（木）～　※先着順、定員になり次第締め切ります。
日 場 対
定 申

　食生活の中でも、ついとりすぎてしまっている『塩分』、なんと一日約３～４ｇも多くとっているといわれてい
ます。減塩は少しの工夫でできます。今が減塩のはじめどきです。おいしく、簡単に「減塩生活」してみません
か？コバトン健康マイレージらんらんポイントも付与します。（１ポイント）
　健康増進センター１階機能訓練室　　　１２月１４日（木）１０時３０分～１１時３０分　　持ち物　筆記用具
　「おいしく減塩！」・血管年齢測定・栄養士による講話（減塩のコツ等）・減塩メニューの試食
　１５名　　　１１月２日（木）～　先着順、定員になり次第締め切ります。

場 日
内
定 申

検診は受けましたか 問健康いきいき課　℡０４９３−５９−６９１１

食育セミナー　おいしく健康に！「いきいき過ごすための食セミナー」 問健康いきいき課　℡０４９３−５９−６９１１

らんらん減塩 問健康いきいき課　℡０４９３−５９−６９１１

受診期間１２月２５日まで 受診期間１２月２５日まで

検診名 対象者 受診費用・検査内容

胃がん検診

３０歳以上
の方

３,０００円
（胃バリウム検査、または胃内視鏡
検査）

大腸がん検診 ５００円（便潜血検査）

肺がん健診
３００円【６５歳以上の方は無料】

（胸部レントゲン撮影のみ）
１,０００円【６５歳以上の方は７００円】

（胸部レントゲン撮影＋喀痰検査）

前立腺がん検診 ５０歳以上
の男性

１,０００円
（国保の特定健診・人間ドック同時
受診時の場合は５００円）

乳がん検診 ３０歳以上
の女性

１,０００円
（マンモグラフィ検査、エコー検査
のどちらかを選択し受診）

子宮がん検診 ２０歳以上
の女性

１,０００円（頸部のみ）
２,０００円（頸・体部）
５００円（HPV検査：４０歳以下の方）
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議会費
82,784

総務費
1,446,124
総務費
1,446,124
総務費
1,446,124

民生費
2,368,020
民生費
2,368,020
民生費
2,368,020

衛生費
743,817

農林水産業費
156,770

土木費
593,591

消防費
336,196

教育費
582,865

公債費
668,093

その他
237,347

町税
2,989,344
町税
2,989,344
町税
2,989,344

分担金及び
負担金
25,179
繰入金
243,871繰越金

505,150その他 216,233
地方譲与税
92,914

地方交付税
1,070,663

国庫支出金
1,275,201
国庫支出金
1,275,2011,275,201

県支出金
490,315
県支出金
490,315490,315

町債
276,205

交付金等
570,147

自主財源
3,979,777
自主財源
3,979,777依存財源

3,775,445
依存財源
3,775,445

（単位：千円）
　
令
和
４
年
度
決
算
が
、
第
３
回

定
例
議
会
で
認
定
さ
れ
ま
し
た
。

【
歳
入
】

【
歳
出
】

増
、
歳
出
で
０・
６
％
の
増
と
な
っ

て
い
ま
す
。
町
税
や
そ
の
他
の
自
主

財
源
が
増
加
し
依
存
財
源
が
減
少
し

た
た
め
、
全
体
に
占
め
る
自
主
財
源

割
合
は
昨
年
度
よ
り
５・
９
％
増
加

し
、
５１・
３
％
と
な
り
ま
し
た
。
令

和
４
年
度
も
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル

ス
感
染
症
対
策
に
要
す
る
費
用
等
に

よ
り
歳
入
歳
出
と
も
に
例
年
を
上
回

る
決
算
額
と
な
り
ま
し
た
。
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地
方
税
は
、
個
人
町
民
税
や
法
人

町
民
税
、
固
定
資
産
税
等
の
増
収
に

よ
り
８・
４
％
の
増
、
寄
附
金
は
、

ふ
る
さ
と
納
税
等
の
増
額
に
よ
り
６４

・
４
％
の
増
、国
庫
支
出
金
は
、新
型

コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
対
策
と
し

て
交
付
さ
れ
る
補
助
金
等
の
減
額
に

よ
り
７・１
％
の
減
と
な
り
ま
し
た
。
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目
的
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で
は
、
総
務
費
は
、
公
共

施
設
計
画
策
定
委
託
料
等
が
皆
減
と

な
っ
た
こ
と
等
に
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３・
８
％
の
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、
衛
生
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、
小
川
地
区
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組

合
塵
芥
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理
費
負
担
金
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等
に

よ
り
１６・
６
％
の
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、
商
工
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は
、

小
規
模
事
業
者
等
価
格
高
騰
対
策
支

援
事
業
給
付
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皆
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、
観
光
地
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づ
く
り
法
人
推
進
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り
２９・
０
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武
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嵐
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口
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備
事
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の
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額
等
に
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３
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防
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１
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た
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合
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０
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基
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き
ま
す
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区分 決算額　 増減率
（
町
が
自
主
的
に
収
入
で
き
る
も
の
）

自
主
財
源

町税（皆さんが納めた税金） 2,989,344 8.4%
分担金及び負担金（保育料など特定の受益を受
ける方から負担していただくもの） 25,179 23.1%
使用料及び手数料（施設の使用料や住民票を取
る時の手数料など） 30,952 5.3%
財産収入（町有地を貸したり、売却して得たもの等） 9,798 －73.6%
寄附金（寄附されたもの） 80,484 64.4%
繰入金（基金（貯金）を取り崩したしたもの） 243,871 145.0%
繰越金（前年度から繰り越されたもの） 505,150 34.6%
諸収入（その他の収入） 94,999 －18.1%
　自主財源計 3,979,777 14.2%

（
国
や
県
か
ら
交
付
さ
れ
た
り
、
借
り
入
れ
た
も
の
）

依
存
財
源

地方譲与税（税源移譲を行うまでの間譲与され
たり、自動車重量税などが譲与されるもの） 92,914 -2.1%
利子割交付金（利子割県民税の一部を交付されるもの） 829 -38.3%
配当割交付金（配当割課税（県税）の一部を交付
されるもの） 11,900 -9.9%
株式等譲渡所得割交付金（株式等譲渡所得割課
税（県税）の一部を交付されるもの） 9,246 －41.0%
法人事業税交付金（法人事業税の一部を交付されるもの） 42,599 2.7%
地方消費税交付金（地方消費税の一部を交付されるもの） 440,206 3.1%
ゴルフ場利用税交付金（ゴルフ場利用税（県税）
の一部を交付されるもの） 26,761 6.5%
環境性能割交付金 16,260 28.8%
地方特例交付金（減税のために地方税減収の補
てんをするため等に交付されるもの） 19,167 －57.6%

地方交付税（国税のうち所得税、酒税等の中から
財源保障及び財源調整により交付されるもの） 1,070,663 -3.2%
交通安全対策特別交付金（安全施設整備のため
に交付されるもの） 3,179 －15.6%
国庫支出金（町の事業に対し国が支出するもの） 1,275,201 －7.1%
県支出金（町の事業に対し県が支出するもの） 490,315 0.9%
町債（借り入れたお金） 276,205 －49.4%
　依存財源計 3,775,445 －9.9%

合　　　計 7,755,222 1.0%

【歳入内訳】 （単位：千円）
決算額 増減率

議会費（議会運営のための経費） 82,784 0.0%
総務費（全般的な管理事務、徴税、選挙、財務
事務等のための経費） 1,446,124 －3.8%
民生費（高齢者、障害者、児童等の福祉のための経費） 2,368,020 －0.7%
衛生費（ごみ処理、病気予防等のための経費） 743,817 16.6%
労働費（労働対策等のための経費） 133 40.0%
農林水産業費（農林業の振興のための経費） 156,770 1.4%
商工費（商工業の振興のための経費） 219,178 29.0%
土木費（道路、公園等の整備のための経費） 593,591 －4.3%
消防費（消防活動や防災等のための経費） 336,196 －12.1%
教育費（学校、公民館、図書館等の運営のための経費） 582,865 3.5%
災害復旧費（災害復旧のための経費） 18,036 皆増
公債費（借入金の返済のための経費） 668,093 －0.5%

合　　　計 7,215,607 0.6%

【歳出内訳】 （単位：千円）

健全化判断比率
令和4年度 令和3年度

実質赤字比率 －
（15.00）

－
（15.00）

連結実質赤字比率 －
（20.00）

－
（20.00）

実質公債費比率 9.2
（25.0）

9.2
（25.0）

将来負担比率 42.7
（350.0）

47.0 
（350.0）

特別会計
決算額　 増減率

国民健康保険特別会計 歳入 1,976,821 －2.96%
歳出 1,921,780 －1.26%

後期高齢者医療特別会計 歳入 269,030 13.31%
歳出 264,723 13.35%

介護保険特別会計 歳入 1,628,793 －1.53%
歳出 1,460,943 －6.11%

（単位：千円）

公営企業会計
決算額　 増減率

水道事業会計
収益的収入 531,541 －3.24%
収益的支出 438,869 1.12%
資本的収入 0 0.00%
資本的支出 184,786 －10.16%

下水道事業会計
収益的収入 596,748 －1.78%
収益的支出 546,176 －1.53%
資本的収入 212,884 3.30%
資本的支出 285,149 4.12%

（単位：千円）

日日時　場場所　料料金　対対象者　申申込　内内容　定定員　問問合せ　他その他
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